
エネルギー工学連携研究センター（CEE）が設立されて3年が経過しました。この

間、ますます地球温暖化問題に注目が集まり、我が国では25％ものCO2削減中期目

標がまとめられました。さらに、長期的には世界全体で80％以上の大幅なCO2削減が

必要とされています。CO2削減には、1）太陽光、風力、バイオマスなどの再生可能エ

ネルギーおよび原子力などの低炭素エネルギーの導入促進、2）省エネルギーおよびエ

ネルギー有効利用、3）CCS（CO2回収・貯留）、が重要です。しかし、従来技術では削減目標を達成するのは容易では

なく、革新的技術開発が不可欠と考えられています。また、技術だけでなく持続可能な低炭素社会、循環型社会の実現

に向けた産業構造・社会システムの大変革も必要となるでしょう。CEEはこのような課題に取り組み、エネルギー・環境

問題の解決に向けての基盤となる革新的な技術開発、システム構築、戦略研究を進めてきました。その中で、物質、エ

ネルギーをそれぞれ別個に扱い生産→消費、供給→需要という二元論でとらえるのではなく、物質とエネルギーを併産（コ

プロダクション）し、それらを私たちが利用した後、完全に再生させる、すなわち物質とエネルギーを循環させることを提案

し、この概念を「物質・エネルギー環」と名付けました。現在、我々は理想としてのこの「物質・エネルギー環」を実現させ

るために、どのような技術開発を行い、どのように産業構造・社会システムを変革していかなければならないかを指し示

す「物質・エネルギー統合モデル」の開発に取り組んでいます。これは、エネルギーバランスのみならず物質バランスも考

慮して、物質とエネルギーの流れを統一的に把握し、全体を俯瞰するとともに、時間軸にそって長期的に見通すことがで

きるモデルです。気候変動モデルと組み合わせることにより、より正確な温暖化予測が可能になり、より実効性のあるエネ

ルギー・環境技術戦略の立案が容易となることが期待できます。モデルの構築のためには、広範な領域における知識・

情報を結集し、構造化していく必要があります。これまでも、エネルギー・資源フロンティアセンター（FRCER）や先端電

力エネルギー・環境技術教育研究センター（APET）と緊密な連携を取ってきました。さらに東京大学におけるエネルギー

関連研究セクターとの連携、学外連携、国際連携を進めながら、モデル構築を進めていく所存です。地球温暖化問題

の解決という人類にとって最も困難な課題に、東京大学の総力を挙げて取り組んでいくことが必要です。より一層のご協

力とご支援をお願い申し上げます。

東京大学　エネルギー工学連携研究センター

センター長　堤　敦司
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（１）レアメタル・レアアース資源の成因の解明と
 探査指針の提示
日本の最先端産業を支えているレアメタルやレアアース資源
がどのように生成し濃集したのか、そのメカニズムを解明する
研究を行っている。こうした有用金属資源は、地球表層の物
質循環により生成されているので、資源の成因の解明は地球
の物質循環を解明することにつながる。特に次世代のフロン
ティア資源として、海底鉱物資源を重点的に研究している。レ
アメタルやレアアースを豊富に含有した海底資源の探査指針を
提示し、最終的に有望海域を選定することを目指している。

（２）沈み込み帯における地殻流体の実態解明と
 鉱床成因との関連
複数のプレートがせめぎ合う日本列島では、太平洋プレートや

フィリピン海プレートに由来する地殻流体が、地震や火山活動な

（１）持続型炭素循環システムの構築
化石燃料起源のCO2が自然の炭素循環を大きく乱している。
環境共生の観点からは「CO2を産生源である地圏に封じ、従
前の形態である炭化水素に変換する」ことが自然調和的行為
であり、変換された炭化水素をエネルギー源として再利用する
ことはエネルギー枯渇問題へ一つの解を与える。即ち、炭素
循環に持続性を持たせることにより、環境とエネルギーに相補
的なシステムを構築することが可能となる。そのために、微生
物を用いた二酸化炭素のメタン変換ならびに効率的採集技術
の開発などを研究している。

（２）統合型流体シミュレーション技術の開発
流体問題は多種多様であり、一つの解法があらゆる問題に

社会の安定持続な発展のためには、経済成長を支えるエネ
ルギー資源の量の確保と質の向上が重要課題である。当研究
室では、現在シーズとして存在する様々な流体資源開発・地
殻掘削のフロンティア技術を実用化レベルまで上げることでエ
ネルギー資源問題の解決を目指している。

（１）メタンハイドレートの開発
日本周辺海域の海底地層に存在するメタンハイドレート

（MH）は次世代の国産エネルギー資源として期待されている。

加藤研究室
（加藤泰浩准教授、藤永公一郎特任研究員、
原口悟特任研究員、町田嗣樹客員研究員）
工学系研究科システム創成学専攻

http://egeo1.geosys.t.u-tokyo.ac.jp/kato/

（１）海底フロンティア資源研究
深海石油天然ガス、ガスハイドレート、海底熱水鉱床、コバ

ルトリッチクラスト、マンガン団塊など、海底には未利用の資源
（フロンティア資源）が多く眠っている。これらの資源の形成機
構、探査開発の研究を、研究船による航海を実施し、フィール
ド調査を行う形で推進している。調査フィールドは、日本周辺海
域およびインド洋を主体にしている。

（２）国連海洋法研究
国連海洋法条約に基づく、大陸棚延伸問題、海底資源開
発管理、排他的経済水域境界問題、海洋環境保全等に関す
る研究を進めている。地球環境資源研究の専門的知識に基
礎を置き、国際法と地球環境資源問題の関連を研究し、国際
法下での最適な問題解決方策の検討、また同時に国際法の
持つ問題点に関する研究を主体に実施している。海域として
は、世界全域を対象としているが、特に最近注目を集めている
北極海海域に重点をおいている。

（３）現代社会資源環境問題研究
現代人類社会は多くの問題と矛盾をかかえ、持続的発展に
向けて困難な局面に遭遇している。現代社会の政治的、社会

玉木研究室
（玉木賢策教授）
工学系研究科エネルギー・資源フロンティアセンター／
工学系研究科システム創成学専攻

http://www.frcer.t.u-tokyo.ac.jp/;
http://www.sys.t.u-tokyo.ac.jp/staff/tam.html

佐藤研究室
（佐藤光三教授、川口秀夫特任助教、小林肇特任助教）
工学系研究科エネルギー・資源フロンティアセンター／
寄附講座フロンティアエネルギー開発工学／
社会連携講座持続型炭素循環システム工学

http://gpre.geosys.t.u-tokyo.ac.jp/sato/

増田研究室
（増田昌敬准教授、長縄成実助教）
工学系研究科エネルギー・資源フロンティアセンター

http://www.frcer.t.u-tokyo.ac.jp/faculty/

図１  太平洋における含レアアース堆積物の分布と成因モデル

どの様 な々地球現象に深く関わっていることが明らかになりつつあ
る。かつて日本には数多くの金、銀、銅、鉛、亜鉛などの鉱脈
鉱床が存在し、日本の近代化に大きく貢献してきた。これらの鉱
脈鉱床の成因を地殻流体という観点から再検討し、菱刈金鉱床
のような経済価値の高い鉱床を発見することを目指している。

（３）地球温暖化メカニズムの解明と対策
過去の地球環境変動を復元することにより、現在の地球温暖
化のメカニズムを解明する研究を行っている。特に大気－海洋系
の二酸化炭素濃度の上昇に対して、固体地球がどのように応
答しているのか、つまり地球が本来どのような自律システムを機能
させて大気－海洋系の二酸化炭素濃度をコントロールしているの
かを明らかにする。さらに、玄武岩の熱水変質作用を利用して、
二酸化炭素を炭酸塩鉱物として固定させる研究を行っている。

　本学における資源関連の研究室を紹介します。石油・天然ガス、メタンハイドレート、海底鉱物資源、レアアース・レアメタルなど
の地球上の資源から宇宙資源に至る多様な資源の開発と同時に、CO2地中貯留や資源リサイクル、資源経済学といった環境や
社会との関わりの観点からの研究が行われています。

東京大学における資源関連の研究

的、経済的諸問題を広く捉え、地球温暖化、エネルギー・資
源開発、持続的発展の諸問題をグローバルな視点から分析
し、人類社会への将来へ向けた提言を行うことを目指して研究
を進めている。

適しているわけではない。対象のスケール、形状、性状を把握
した上で、問題毎に適した数値解法を選択することが重要で
あり、流体挙動を多側面から攻究することも大切になる。このよ
うな観点から、有限差分法、複素変数境界要素法、境界要
素法、格子ボルツマン法、CIP法などを統合的に利用したシミュ
レーション技術を開発し、流体挙動の解明に取り組んでいる。

（３）フロンティアエネルギーの環境調和型開発
次世代のエネルギー供給源として期待されるフロンティアエ

ネルギー資源に関する先端研究を推進し、その環境調和型開
発の早期実現を目指している。低環境負荷の視点から地下微
生物の利用に着目し、エネルギー資源の原位置改質技術や
回収増進技術の開発、流動モデルと生化学反応モデルを組
み合わせたシミュレーション技術などを研究している。

（４）不確実性の工学的処理と情報の価値の
 定量評価手法の開発
流体エネルギー資源の開発や二酸化炭素の地中貯留にお

いては、貯留層の物性把握が重要であるが、対象が広範か
つ遠隔であることから、その不均質性を正確に把握することは
事実上不可能である。不確実性を低減するために様々な探査
手法が適用されるが、そこで得られる情報の価値を定量的に
評価する手法は存在しない。 そこで先ず、不確実性の工学
処理としての確率論的アプローチを例にとって、情報を定量的
価値基準によって取捨する方法論の検討に着手し、当該技術
の確立と工学への実効的展開を目指している。
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（２）先端掘削技術開発
坑井掘削技術は石油・天然ガス開発のみならず、地熱資
源やメタンハイドレートなどの多様な地下資源開発、統合深海
掘削計画（IODP）に代表される学術調査、CO2や高レベル放
射性廃棄物の地中貯留などの環境・防災の分野においても重
要な役割を担っている。今なお十分に解明の進んでいない地
球の内部を理解し、地殻深部を開発・利用することを目指して、
一万メートルを超える大深度・大偏距の坑井を安全かつ効率
的に掘削するための最先端の掘削技術の開発に取り組んで

いる。とくに重点的に行っている
のが大偏距掘削における掘屑
の運搬（カッティングストランスポ
ート）に関する研究で、実用的
なシミュレータの開発および坑壁
不安定や坑井内の圧力管理な
どの関連する問題への応用に
ついて研究している。

当研究室は、⑴メタンハイドレートや地熱資源といった未来型
国産資源の物理探査技術開発に関する研究、⑵エネルギー収
支分析、の2本立てで研究に取り組んでいる。地球の有限性に
起因したエネルギー供給の不確実性の中で、従来の延長で単
に特定の技術分野を深掘りするばかりでなく、関連技術を俯瞰
し、社会科学的アプローチも包含させながら、エネルギー・資源
論的視点から未来社会を見通すことを使命と考えている。

（１）メタンハイドレートの資源探査
未来型の資源として期待されるメタンハイドレート（以下MH）

は、現在国内外において、その資源化に向けた研究が積極的
に進められている。とりわけ少資源の我が国にとっては、将来の
国産資源としての可能性が大きく期待されている。当研究室で
は、MH層の弾性波減衰特性に着目することにより、MH層の
資源量評価に資する情報（MH飽和率など）を推定する方法論
を現象理解（観測データ解析）・室内実験・理論構築の一連の
検討により包括的に確立することを目指している。また、減衰特
性以外の物理特性との融合による評価手法についても検討し、
さらにMH集積メカニズム等の地質モデルを加味することによる
MH層に関する統合的な評価法を提示することも目指す。
 

（２）エネルギー収支分析
人類は、木材、石炭、石油とより良質なエネルギー源へと変
遷させながら高度な文明を築きあげてきが、これらのエネルギー
は人工的に作られるものではなく、すべて自然界から享受して
いる。重要なことは、エネルギーを享受するにはエネルギーが必

山冨・村上研究室では、資源開発工学（m i n i n g  
engineering）に始まり、現在はこれと関係する資源経済学、
リサイクルによる物質循環に関わる制度研究、資源全般につい
ての研究を推進している。個別のテーマとしては以下のような
ものを行っている。

（１）坑内採掘における採鉱法に関する研究
坑内採掘の採算性の向上と岩盤安定による保安面向上を
両立させるため、採掘空洞の力学的な解析、支保設計を行う。
また、坑内高品位鉱床の実収率向上のための坑内充填の検
討といったケーススタディも行う。フィールドでの研究が主体で、
国内の坑内採掘鉱山にて実地研究を行っている。
また、次世代ニュートリノ観測施設として、Hyper 
KAMIOKANDEが計画されており、100万m3を越える巨
大空洞の建設プロジェクトにも参加している。

図1  塩水凍結過程における超音波伝播特性実験

松島研究室
（松島潤准教授）
工学系研究科エネルギー・資源フロンティアセンター

http://usegate.t.u-tokyo.ac.jp/frcer/member/matsushima.html

山冨・村上研究室
（山冨二郎教授、村上進亮講師）
工学系研究科システム創成学専攻

http://lead.geosys.t.u-tokyo.ac.jp/

図2  エネルギー収支比（EPR）の概念

写真1  坑井掘削装置

図1  CO2を利用したMH増進回収法の概念

東海沖～熊野灘の海域だけでも約1.1兆m3のメタン原始資源
量（国内ガス消費量の約12年分に相当する量）が確認されて
いるが、在来型天然ガス資源と異なりMHは地層内に固体とし
て存在するので、その生産技術はまだ確立していない。MH
資源開発研究コンソーシアム（経済産業省）のプロジェクトリー
ダーとして、MH資源開発の早期実現を目指す研究に取り
組んでいる。（独）産業技術総合研究所との共同研究で
MH層からのガス生産挙動を予測する貯留層シミュレータ
（MH21-HYDRES: MH21 Hydrate Reservoir Simulator）
を開発し、減圧法・熱回収法等のガス生産手法の設計、MH
開発の経済性評価を行っている。さらにMH層にCO2を混合
ガスやエマルジョンの形で注入しCO2をハイドレートとしてMH
に固定しながらメタンを置換回収するという高回収率で環境に
調和したメタン生産プロセスの研究を進めている。

要ということである。エネルギー享受の困難さを数学的に表現
するための一つの方法として、エネルギー収支比（EPR: 
Energy Profit Ratio）がある。図2に石油回収におけるEPR
の概念を示す。図2において、地下に存在する石油を抽出する
過程においてエネルギーが投入され、エネルギーが回収されま
す。EPRは回収エネルギーを投入エネルギーで割り算すること
により得られ、その比が1以上にならないとエネルギー的に無駄
をしていることになる。EPRは、単に各種エネルギーを横並びに
比較するための指標だけに留まらず、将来の社会事情を予測
することのできる側面を有しており、「エネルギーと社会の科学」
の視点での研究も進めている。 

 
（２）長大残壁の安定性評価
大規模露天採掘鉱山の多くで形成されている残壁につい

て、数値モデルを作成し安定性評価を行う。こちらも国内の露
天採掘鉱山をフィールドとして残壁のモニタリング、挙動解析を
行っている。
残壁崩壊は事業者、地元地域にとって大きな問題である。
残壁長大化に伴い崩壊の被害も大きくなることから、崩壊の未
然防止、崩壊時の対処のための措置は鉱山運営にとって重要
なテーマである。

（３）鉱山開発のプロジェクト・環境影響評価
大規模長期プロジェクトである鉱山開発は、計画時に採算
面、保安面、環境面等を考慮した上で最適化を図ることが必
要である。これら諸々の要素を織り込んだ生産計画のアルゴリ
ズム開発を行っている。環境影響については、通常現場で用
いる環境アセスメントとは若干意味合いが異なり、終掘後の環
境面の定量的な評価まで深化されている。こうしたツールを逆
にシミュレーションに用いることで、将来の鉱山現場からの環境
影響等を考えることも検討している。

（４）資源のマテリアルフロー・ストック分析
資源の流れをそのライフサイクルを通して定量的に把握する

ことで、国内市場規模や潜在的な環境リスク等の資源使用に
関する実態を知ることができる。また経時変化を追えば、時代
における資源使用量の変遷と今後の傾向を窺うこともできる。
これまでいくつかの金属に関してマテリアルフロー分析を実
施してきているところであり、現在では主要な金属のみならず、
低炭素社会へ向けて需要の拡大が予想されるようなレアメタル
類についても分析を行い、これをベースにした需要予測等も
行っている。

（５）3R関連制度の検討・提案と経済分析
携帯電話等から有価物を回収するための管理制度の構築

を研究している。アンケートによるユーザーの実態調査等でデー
タ収集し、その結果を分析することで、より安定的かつ効率的
な資源循環を実現するための社会システム作りを目指している。
資源経済学の視点から資源市場の分析を行ってきている
が、昨今はそのアプリケーションとして、物質循環へどのような
影響を与えるかなどを、計量経済学的なアプローチからの分
析結果と、マテリアルフロー分析の結果を組み合わせモデル化
することで検討を行っている。例えば金融危機以降の資源循
環、特に貿易を伴うようなものについては、商品市場の影響が
リサイクルに対して非常に大きく現れた事例もある。旧来の枠
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組みでモデル化しにくい内容については、マルチエージェントシ
ミュレーション等も援用することで検討を行っている。
具体的な精度としては、いわゆる都市鉱山に関する分野で、
物量は少ないが高品位のレアメタルを含む廃電子機器を効率
よく回収する制度について検討している。現状ではコスト面の
問題はあるが、限りある資源を有効活用する重要な研究であ
る。これらの成果については、実際の制度設計の場への知見
の提供といった形で貢献を行っているところである。

省エネルギー型環境技術とシステム化
環境を考慮した資源・人工物の省エネルギー型循環技術の
適用とシステム化について研究しており、概念を図1に示す。
ベースメタル、レアメタル鉱物資源の枯渇と低品位化に伴い、
環境を考慮した水の浄化を含めた省エネルギー型の鉱物分離
精製、浸出回収を進めている。最近、蛍石中の砒素をビーズミ
ルによるナノ粉砕と浸出を組み合わせppmオーダーにする高純
度化に成功した。鉱物は陸上のみならず、海底資源のコバルト
リッチクラストなどからの選鉱、浸出、金属回収も試みた。同時
に、枯渇しつつある資源はリサイクルからも供給しなければなら
ない。製品を製造する過程で排出される廃棄物の（1次）リサイ
クルは比較的行われているが、市中に出た製品の（2次）リサイ
クルはわずかである。製品中のレアメタル資源は高純度素材と
して少量ずつ使用されているのでリサイクルには多量収集と保
管が必要であり各研究者が法も含めて検討している。リユース、

藤田・ドドビバ研究室
（藤田豊久教授、ドドビバジョルジ准教授）
工学系研究科システム創成学専攻

http://park.itc.u-tokyo.ac.jp/tfujita-lab/

これまで、複雑化する社会における既存人工システムの限界
を打破し、新たな発展を実現するために、人・人工物・社会双
方作用を考慮した共創的人工物工学の枠組みと方法論を提案
してきた。今後は、創発・シンセシス・インタラクションを中心概念
にした理論構築をさらに進めるとともに、地球規模の環境問題や
防災等にも、これらのフレームワークを適用して共創的解決法を
探求する。すなわち、理論構築からより実践・適用を重視した共
創工学の発展を目指す。

宇宙利用技術の多国間連携による
共創的国土基盤データ整備スキームの構築
人工物の総体としての人間社会は、自然と協調しなければ存
在することはできない。地球環境問題や多国間に及ぶ広域防災
などはその一例である。これらの問題解決の一環として、レー
ダー技術や光学センサ技術を基礎とする各国の地球観測センサ
の共通利用プラットフォームの構築を目指す。とりわけ、大都市の
多くが存在するアジア沿岸域の共創的国土基盤データ整備を進
め、地盤沈下、国土流出および環境改変などの諸課題解決に
当たる。

レアアースの安定供給問題について
2010年9月以後の中国の事実上の輸出禁止措置により、連

日、レアアース問題が大きく取り上げられているが、当研究室で
はここ数年中国の輸出政策の分析等、レアアースの安定供給
問題についての研究を行ってきた。図1の通り、レアアースは、
ランタノイド15元素にスカンジウムとイットリウムを加えた17元素
の総称であり、その用途は多岐にわたり我が国産業にとって必
要不可欠なものとなっている。例えば，ネオジムを使った強力な
ネオジム磁石は、ハイブリッド車、電気自動車、省エネ家電等
に幅広く使用されている。また、ジスプロシウムネオジム磁石の
耐熱性を高めるために必要不可欠なものとなっている。二酸化
炭素削減等の環境対策のためにはこれらは必要不可欠であ
り、今後もその使用量は増大していくものと予想され、その安
定確保の重要性が増していくと考えられる。レアアースは資源
の偏在性が高い。経済産業省（2009）「レアメタル戦略」によれ
ば、2008年における鉱石産出量をみると、中国が97％、インド
が3％、ブラジルが１％となっており、ほぼ中国の独占状況となっ
ている。我が国も、2007年時点で希土類輸入量の約90%を中
国からの輸入に依存している。このため、その安定供給に対
する中国の政策の影響は非常に大きい。2010年9月以前にも、
中国はレアアースに対して増値税還付率の引き下げ、撤廃・還
付率の引き下げ、輸出税の導入・税率の引き上げ、輸出数量
制限を順次実施しており、明確な輸出抑制政策をとっている。 
当研究室では、これまで、中国の輸出抑制策やそのレアアー

ス価格に与える影響について分析を行なってきた。さらに、
WTO（World Trade Organization、世界貿易機構）におけ

図3  微粒子分離：希土類含有粒子の液液分離
（上部は疎水性液体、下部は親水性液体）

六川研究室
（六川修一教授）
工学系研究科技術経営戦略学専攻

http://tmi.t.u-tokyo.ac.jp/

縄田研究室
（縄田和満教授）
工学系研究科技術経営戦略学専攻

http://park.itc.u-tokyo.ac.jp/qal/

宇宙技術による精密地盤変動計測の革新
水準測量結果と最新レーダ衛星データの干渉処理結果（2003-2008の６年間）

図1  レアアース17鉱種
出典：経済産業省（2009）「レアメタル戦略」

環境を考慮した資源・人工物の
省エネルギー型循環技術の適用とシステム化

図１  省エネルギー型循環型社会形成システムの研究

リチウムイオン
二次電池の
水中爆砕

通常の機械的粉砕では
爆発の危険性がガスの
発生があるので困難

図2  破砕：水中爆砕によるLiイオン電池分解

カスケードリサイクルなど製造段階からリサイクルを考慮した設
計がかなり以前から提唱されてきたがまだ少なく、今後とも期待
したい。当研究室ではリユース促進のためのＩＣタグの利用を検
討した。また、使用済み廃棄物から省エネ型破砕として図2の
ような水中爆砕を機械破砕と組み合わせて、硬い金属の剥離と
分解、大量の金属とプラスチックの剥離、2次電池のような危険
物の破砕、情報の完全消去を可能とした。分解後の選別技術
として、研究室では数㎜以上の粒子の分離に適したソータ、磁
性流体を用いた比重分離、渦電流選別、帯電選別を開発して
いる。微粒子混合物（マイクロからナノ粒子を含む）分離につい
ては浮選（マイクロバブル浮選）、超伝導高勾配磁選、高勾配
誘電選別、液液分離で高精度の分離を可能とし、図3にμｍ
オーダーの希土類粒子の液液分離の例を示す。一方、廃棄物
中のわずかなレアメタルを浸出後、数ppmの液から回収する場
合は、安価な吸着材として藻類、植物を探しバイオソープション
の吸脱着利用を研究している。数百ppmに濃縮されたレアメタ
ルは晶析法や溶媒抽出法で回収し、湿式製錬法が適用できる。
また、基板の場合は、金属を酸化させない炭化法と機械破砕
で剥離分解する方法、粉砕した硝子中のITOの回収には塩化
揮発法でInやSnが分離回収でき、希薄なレアメタルが粉体中
にある場合は乾式製錬法も適することを示した。以上のリサイク
ル技術やシステムの比較にはマテリアルバランスと環境評価を用
いて、CO2や排ガス、排水削減を研究している。さらに、人口
分布や運搬を考慮したリサイクル施設の設置場所、インセンティ
ブの調査、重み付けなど、技術と組み合わせたトータルな省エ
ネルギー型の資源リサイクルシステムを研究している。 
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惑星探査技術の進歩により、太陽系の天体に探査機を送り
込んで調査することが可能となった。火星探査車は砂だらけの
火星表面を走り回り、小惑星探査機は、弾丸を使って岩石を
破砕し岩石サンプルを収集した。人類は、こうした太陽系の直
接探査を通じて地球外の天体に関する情報を猛烈な勢いで
獲得している。
太陽系科学は、革命的な発展を遂げていると言って良い。
地球外天体における元素の分布が具体的に理解されるよう

になってきたことに加えて、宇宙への往還技術が進歩してきた
ため、私たちは地球外物質を資源として利用する日が近づい
ていると考えている。宇宙空間における人間の活動を支えるた
めには、さまざまな物資が必要となるが、その代表例である水
（氷）は火星表面や彗星に大量に存在することが知られてい

岡部研究室
（岡部徹教授）
生産技術研究所サステイナブル材料国際センター

http://www.okabe.iis.u-tokyo.ac.jp/

島田研究室
（島田荘平准教授）
新領域創成科学研究科環境システム学専攻

http://park.itc.u-tokyo.ac.jp/shimada-labo/

宮本研究室
（宮本英昭准教授）
東京大学総合研究博物館

http://www.geosys.t.u-tokyo.ac.jp/miyamoto/

岡部研究室ではチタン、スカンジウムなどのレアメタル素材の
新しい製造プロセスの開発や白金族金属（PGM）、希土類金属
（レアアース）、ニオブ、タンタル、ガリウムなどのレアメタルの新
規リサイクル技術、環境技術の研究に取り組んでいる。

（１）白金族金属の環境調和型
 リサイクルプロセスの開発
自動車排ガス浄化用触媒や高性能電子機器材料には、白
金、パラジウム、ロジウム、ルテニウム、イリジウムなどの白金
族金属が不可欠であるが、これらのレアメタルの資源量は極
めて少なく高価である。したがって、今でもリサイクルされ再利
用されているが、現行のリサイクル法は、エネルギーを多量に
消費し、環境負荷の大きな廃液が発生するなど問題点も多い。
このため、塩酸や塩水などの環境負荷の小さい溶液に白金族
金属を効率良く溶解させ、効率良く回収する環境調和型のリ
サイクルプロセスの開発を行っている。

（２）希土類磁石からのレアアースの
 リサイクルプロセスの開発
ネオジム磁石は、その優れた磁気特性から、ハイブリッド自動
車などの様々なハイテク・エコ製品に使用され、その需要は飛
躍的に増大している。中国によるレアアースの輸出規制強化を

島田研究室では、CO2地中貯留に関する実験とシミュレータ
の開発、環境影響・経済性評価などの研究を行っている。地中
貯留の対象となる地層は、石油層、ガス層、石炭層、帯水層
などがあるが、研究室の主な研究対象層は石炭層である。また、
最近は石炭層と帯水層からなる夾炭層も対象にしている。

図  夾炭層中のCO2濃度分布例

図2  岡部研に展示されているレアメタル

図1  Reactive Metal Workshopの様子

図  ハヤブサ探査機がとらえた小惑星イトカワの姿

る中国の輸出抑制政策に関する問題についての分析を行って
いる。GATT/WTOでは輸入規制の制限・撤廃を主目的とし
ており、これまで、輸出規制に関してはあまり問題とされてこな
かったが、中国の輸出抑制政策に関しては、WTO協定に整
合的でない可能性がある。過去数年間にわたり、WTOの市
場アクセス委員会や物品理事会などにおいて、日米欧を中心と
した国々が、レアアースを含む各種鉱物資源を対象とした中国
の輸出抑制策に関する懸念の表明を行うとともに、WTO協定
上の実施根拠の確認を中国に対して求めてきている。2009年
に、中国が亜鉛、スズ、レアメタル等の原材料の輸出を制限し
ているとして、米国等によりWTOに提訴が行われ、現在係争
中であるが、これらの問題、さらにレアアースに関する輸出規
制の問題に対しても研究を行っている。

る。他にもさまざまな揮発性成分がこうした天体に存在すること
から、これらを地球から運び込むのではなく、現地で調達して
安上がりに利用する日が来るかもしれない。また一部の小惑星
には鉄・ニッケル合金や白金族が濃集していると考えられてお
り、小さな小惑星や彗星の脱出速度が非常に小さいことを併
せて考えると、こうした金属を採取し、宇宙基地または地球ま
で輸送することに、現実的なメリットが存在する可能性がある。
こうした「宇宙資源」の観点から地球外天体に関する研究を推
進するために、私たちは小惑星探査計画や月探査計画、火星
探査計画など様々な太陽系探査計画に参加するとともに、地
中レーダーを応用した新しい固体天体の探査手法の開発や、
各国の探査機がもたらした惑星・衛星・小惑星のデータを地
質学的・地球惑星物理学的に解析している。 

発端に、ジスプロシウムを中心にレアアースの価格高騰が深刻
な問題となっており、安定供給に対する不安が高まっている。
岡部研では、磁石スクラップからネオジム及びジスプロシウムを
効率良く抽出する乾式リサイクルプロセスを中心にレアアースの
新しいリサイクルプロセスの開発を行っている。

（３）その他
岡部研では「レアメタル研究会」を主催、運営し、レアメタル

に関する産学連携にも積極的に取り組んでいる。また、米国
版レアメタル研究会として開催している“Reactive Metal 
Workshop”では、レアメタルに関するグローバルな研究交流
の拠点となっている（図1）。他にも、一般社会に向けたレアメ
タルの啓蒙活動の一環として、岡部研では多くの見学者を受
け入れて見学会を随時開いている。岡部研には常時、様々な
レアメタルが展示されている（図2）。

（１）実験研究
CO2の石炭層への固定メカニズムは主として吸着である。各
種石炭へのCO2吸着量を大気圧から超臨界圧力の範囲で測
定している。また、CH4が吸着されている石炭へCO2を圧入す
る、置換実験も行っている。これらの一連の実験を通して、分
子径の小さいCO2は石炭と吸着以外のメカニズム、すなわち「溶
解」によって固定されるのではないかという見解を立てている。
「溶解」の概念を導入すると実験結果をうまく説明できる。また、
夾炭層中の炭質頁岩のCO2吸着量測定も行っている。

（２）シミュレータの開発
CO2地中貯留を実際に行うとなると大規模な設備が必要とな

り、経費も膨大になる。地中貯留時のCO2の地中での挙動を予
測するには、シミュレータを使用するのが、簡便であり経済的で
もある。研究室ではECOMERS-UTというECBMR（CBM増進
回収、Enhanced Coalbed Methane Recovery）シミュレータ
を開発している。また最近、夾炭層を対象にしたシミュレータも
開発している。これは、炭層と帯水層へのCO2貯留を計算でき
るので、複数の炭層を対象として、CO2注入層やCBM生産層
を変化させて夾炭層全体でのCO2流動を計算できる。

（３）環境影響・経済性評価
上記シミュレータを使用して、地中貯留層上部へのCO2の漏
洩可能性、水平坑井によるECBMRの経済性、低品位炭層で
の経済的操業条件などを評価している。また、GIS情報と組み
合わせて、CO2地中貯留のソース・シンク・マッチング評価も行っ
ている。
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光触媒を用いる太陽光と水からの水素生産技術開発
堂免・久保田研究室（大学院工学系研究科  化学システム工学専攻）

太陽光は枯渇の心配がない１次エネルギー源であり、これを利用することは現在の人類の抱えるエネルギー・環境問題を解
決するためには必須である。現在、太陽熱発電や太陽電池によって太陽光の電気エネルギーへの利用が進んでいる。しかし
ながら、長期間の貯蔵や長距離の輸送、燃料や化成品への変換を考えると太陽光を水素などの化学エネルギーに直接変換
することは非常に興味深い。光触媒による水の水素と酸素への分解は、太陽光エネルギーを直接的に水素エネルギー、すなわ
ちソーラー水素に変換できる技術であり、これまでに誰も実現化していない太陽エネルギーから化学エネルギー物質を作り出す
人工光合成といえる人類の夢の技術である。当研究室では可視光照射により水を水素と酸素に分解できる光触媒を世界に先
駆け発見し、更に開発を進め実用化可能な性能を得ることに邁進している。
光触媒は図1に示されるように、半導体粉末を主体とした粉末粒子であり、これに水素発生や酸素発生を促進させるための
助触媒と呼ばれる物質により表面修飾が施してある。図2に示されるように半導体光触媒本体にバンドギャップ以上のエネルギ
ーの光が吸収されると、価電子帯の電子が伝導帯に励起される。この光励起電子が水素発生助触媒に移動し水を還元して
水素を発生し、また光励起正孔は半導体光触媒表面または酸素発生助触媒に移り水を酸化して酸素を発生させる。励起電
子が水の還元電位より十分高いポテンシャルを持ち、励起正孔は水を酸化できる十分に低いポテンシャルを持っていることが光
触媒材料に求められる電子構造の要件である。水を水素と酸素に分解するエネルギーは1.23eVであり、これは波長1000nm
の光子のもつエネルギーに等しい。
理想的には1000nmより短波長の
光は水分解に利用できるが、励起
キャリアの分離の損失や表面反応
の過電圧があるため、これらの損
失を如何に低減させるかが課題で
ある。
現在までに紫外光領域の光によ

り水を全分解する触媒は、SrTiO3、
K4Nb6O17、K2LaTi3O10、La:NaTaO3、Zn:Ga2O3（これらは水素生成のためNi、Rh-Crなどの酸化物で修飾される）など幾つ
かの高活性な触媒系が見出されていて、例えばLa:NaTaO3では50%以上の量子収率が報告されている。しかしながら、これ
らの触媒は300nm前後の短波長の紫外線照射下でしか活性はない。300nm以下の紫外線は地上における太陽光には含ま
れず、また400nm以下の紫外線のエネルギーは全波長領域の僅か4%である。紫外線を用いて水の分解を行っても高い太陽
エネルギー変換効率は得られない。高い太陽光エネルギー変換効率を得るためには太陽光エネルギーの約半分を占める可視
光領域の光を利用することが不可欠である。
上述した紫外光下で動作する光触媒は主に酸化物である。本研究室では非酸化物系材料、特に酸窒化物材料の合成に
精力的に取り組み、これらが可視光照射下での光触媒能を検討してきた。一般に酸化物より窒化物はバンドギャップが狭く長波
長の光を吸収することができる。これらの酸窒化物光触媒の開発の中で、窒
化ガリウム（GaN）と酸化亜鉛（ZnO）の固溶体（Ga1-xZnx）（N1-xOx）が可
視光照射下で水を水素と酸素に分解することを見出した（図3）。現在まで
400nm以上の可視光照射によって1段階で水の全分解を起こす光触媒は、
この（Ga1-xZnx）（N1-xOx）と、（Zn1+xGe）（N2Ox）の2種しか発見されておら
ず、両者とも本研究室で見出されたものである。（Ga1-xZnx）（N1-xOx）光触
媒はRh-Cr酸化物で適切な表面修飾を行うと410nmの波長の光に対して
5.2%の量子収率が得られ、500nm付近までの光を利用できる。

光触媒による水素生成を実用的なものにするためには更なる性能向上が必要で
ある。このために図4に紹介する、より長波長に吸収をもつ光触媒系の材料開発を
行っている。これらの光触媒で30%程度の量子収率が得られれば5%の太陽エネ
ルギー変換効率が見込まれ、ソーラー水素製造システムとして現実的なものになるで
あろう。
本研究室では、この他に燃料電池電極触媒などエネルギーに関わる触媒材料開

発を行っている。

エネルギーマネジメントシステムの研究のためのエネルギー環境実測
岩船研究室

低炭素社会の実現に向けて、太陽光発電等再生可能エネルギーの大規模導入や建物における一層の省エネルギーの促
進などが期待されているが、これらを効率的に実現するためには、需要サイドでのエネルギーマネジメントの果たす役割が大きく
なるものと考えられる。建物内のエネルギーマネジメントを適切に行うためには、まずは中心となるエネルギー需要構造を把握す
る必要がある。そのためには、建物におけるエネルギー消費量や環境計測が重要となる。岩船研、荻本研では、エネルギーマ
ネジメントに貢献する計測手法として、住宅用分電盤における短時間間隔の電流計測を提案し、住宅内の電力消費構造を把
握する方法について検討を行っている。本手法の有用性を検証するために、柏の葉キャンパス駅周辺の集合住宅を中心に、
50戸の世帯においてエネルギー及び室内環境の実測を2009年11月より実施している。実測の主な目的は分電盤データの収
集であるが、最終的な分析結果の検証、住宅のエネルギー全体の構造把握を合わせて行うために、分離が比較的難しいと思
われる一部の家電製品、空調室非空調室温湿度及びガス消費量の計測も合わせて実施した。計測システムの構成は図に示
すとおりである。データセンターへインターネット回線を介してデータを送信する親機と、住宅内へ設置された複数の子機からな
る。子機と親機の通信にはDigi International社のXBee（IEEE802.15.4準拠）を採用した。写真は分電盤の電流計測状況
である。
回路別に電流消費量を1分間隔で計測することにより、住宅内の機器の稼働状況を把握することができ、用途別の積算消
費量を得ることができる。現在はデータを分析し、様々な統計手法を用いて機器別・用途別分解を試みている段階であり、需
要推計手法についても検討中である。
多種多様なライフスタイルを有する住宅におけるエネルギーマネジメントを実現していくためには、エネルギー計測およびその

結果を自動的に分析する手法の確立が必須である。本実証研究が将来の住宅エネルギーマネジメントシステムの実現に貢献
するものであると確信し、日々 電流波形データをながめ、試行錯誤しながらデータから得られる手ががりを模索している。
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図2 光触媒による水の全分解の原理
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図4 600nmまでの光を吸収できる窒化物、
 酸窒化物光触媒

図3 （Ga1-xZnx）（N1-xOx）光触媒をガラス板に塗布した
 光触媒プレートから300W-Xeランプ照射によって
 水素と酸素の気泡が発生する様子
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Members
若手研究者からの寄稿

水素エネルギー利用を目指した燃料電池カソード触媒の研究

東京大学工学系研究科化学システム工学専攻の博士後期課程1年、大西良治
と申します。堂免一成教授、久保田純教授のご指導のもと、研究に励んでおります。
私は、学部生時代から同研究室の配属しており、そこで一貫して行っているテーマ
は、非白金材料を用いた燃料電池カソード触媒の開発です。
数ある燃料電池の中でも、固体高分子形燃料電池（PEFC）は、小型、軽量化が

可能な燃料電池として最も広く研究されています［1］。PEFCは電解膜としてカチオン
交換膜を用いて、アノードにおいて水素の酸化、カソードにおいて酸素の還元反応を
起こし、化学エネルギーを電気エネルギーに直接変換しており、排熱を合わせた変
換効率が80%以上と非常に高い数値を誇ります。長い間、次世代のエネルギー変換
技術と言われてきたPEFCですが、各企業によってエネファームの普及も進められている現在において大分現実味を帯びてきた
ように思います。しかし、大幅な普及に向けてはまだまだ問題は山積しており、さらなる技術開発が急務となっています。
その最たるものがカソード（空気極）触媒の問題点です。カソードにおける酸素還元反応の過電圧がPEFC性能を下げる最た

る原因となっています。また、現在電極触媒として用いられている白金はレアメタルであり、発掘量にも限りがあることから大規模
な普及は不可能です。事実、現存する自動車を燃料電池自動車にすべて変えようと思うと、埋蔵されている白金をすべて使用
しても不十分です。それに加え、Ptはカソードにおける酸性かつ酸化雰囲気において安定性が不十分であることも報告されてい
ます［2］。白金に代わるカソード触媒の研究は古くからなされているのですが［3］、その最たる例であるFe、Co錯体触媒は、酸
性雰囲気において安定性に問題があります。
私たちの研究室では、これらに替わる新しいカソード触媒材料として、TiやNbといったⅣ、Ⅴ族金属の化合物を用いた研究を
行っています。用いている材料はもともと水分解用光触媒として研究されていたTaONといった材料の応用例として始まったもの
です［4］。これらⅣ・Ⅴ族材料の化合物は酸に強い特性を持ち、化学的な安定性に優れていることが特徴です。
これまでの研究で、私は主にニオブ系材料に着目し、ニオブ化合物の酸化、窒化が酸素還元反応の触媒活性にどのように影
響を与えるかを評価してきました。その結果から、酸化物であるよりも、ある程度窒化した酸窒化物が高い触媒活性をもつことを
見出し、窒素が活性に寄与することを報告してきました［5、6］。
現在は、Ⅳ、Ⅴ族窒化物のナノサイズ化や、他材料と複合化することによる新たな触媒を調製して研究を行っています。最近では

TiNナノ粒子触媒を用いたMEA実験で、最大出力が白金触媒におけるそれの1/5に迫るほど高い活性を持つ材料を開発しまし
た［7］。しかしながら粒子化・高分散化による性能の向上した反面、今度はナノサイズにしたことによる安定性の低下が問題になっ
てしまいました。そう簡単にはいかないなぁ、と多くの先人が挑んできた非白金カソード触媒研究の難しさを実感しているところです。
今後は性能と安定性のトレードオフの関係をいかにして解決するかということが、苦しくもあり面白いテーマだと思います。また、

この他にも酸素還元反応の反応機構の解明というテーマは、多くの研究者によってされているものの、未だに明らかにされていな
い非常に難易度が高いテーマとなっていますが、博士課程の間に挑戦したいところです。さらに酸素還元反応だけにとらわれず、
新規なナノ材料を応用した触媒研究をさらに開拓できるよう今後もさらに精進したいと思っております。
話は変わりますが、去年の10月米国ラスベガス州で行われたElectrochemical Society（EC） meetingおよび12月ハワイ州で行

われた環太平洋国際化学会議Pacifichemに参加させていただく機会を頂き、ポスターにて発表しました。世界では自分たちの同
世代の若手が積極的に発表しに来ています。特に近年では中国勢が猛攻を見せており、いわゆる新エネルギー分野でかなり先頭
を行っていたと思われた日本も大分最近では周りに追いつかれそうになっているように思います。このような状況を振り切り、日本が再
び一番になるためにも、我々若手がもっと国内外で積極的に研究成果を発信することが必要ではないでしょうか。この分野を活性化さ
せ、新エネルギーの分野に関する研究が今こそ必要なのだというメッセージを社会全体に送ることがいま求められていると思います。
最後に本欄への寄稿と言う大変貴重な機会を頂き、編集委員の先生方には深く感謝申し上げます。研究者としてはまだまだ駆

け出しですが、これからもエネルギー分野に関する研究に積極的に取り組み、より多くの研究を発信できるよう励んでいきますので、
今後ともご指導ご鞭撻のほど宜しくお願い致します。

東京大学  大学院工学系研究科  化学システム工学専攻　
堂免久保田研究室（CEEマテリアル部門）　博士課程1年  大西良治

若手研究者からの寄稿

外国人の日本での留学および研究活動

私はインドネシア出身で、国費留学生として1999年に来日し、大阪外
国語大学（現：大阪大学）にて1年間日本語を勉強し、その後、九州大
学にて学部、修士、博士課程を修了した。来日当初は日本の生活に合
わせることが大変であったが、大阪のホストファミリーが親切で日々 の対
話や生活・文化について相談する機会を作ってくださり、非常に有意
義に過ごせた。その時分に、言語は一つの大きな問題になるかもしれ
ないが、お互いの対話する気持ちがあれば、意志疎通を図ることがで
きるということを理解した。
九州大学の留学生になった当初、大学での授業だけではなく日常生
活にも大阪での経験が大変役に立ったと思う。日本語がちょっとでも出
来るようになったおかげで、日本人との会話も、以前よりスムーズに行う
ことができ、周りに対しての自分の存在感が大きくなったと思っている。
また、留学生としての大学の生活は大変なこともあったが、国際交流だ
けでなく、地域交流にも参加し、楽しいこともたくさん巡り合えた。実際に、九州大学留学生会が主催していた国際交流行事お
よび福岡県が主催する留学生による外国語プログラムへの参加を通して、学生同士の交流だけでなく福岡の小中学生および
一般市民へ英語や私の母国語であるインドネシア語を教える機会や文化交流などをする機会があり、その中で、どんなに強い
「異文化の壁」があっても、お互いを理解する意志がある限り、その壁も破れることを再確認できた。また、それらの経験を通して、
国籍の壁をなくし、他人の役に立てることに、人生の意味および価値を強く感じていた。勿論、文化の相違をなくすことは困難
であるが、その「壁」を幾分か破ることができたと思う。
しかしながら、文化の相互理解に対する問題もいくつかある。その中には日本人側だけなく外国人側からの問題もある。例を
あげると、各国からの留学生の数が多くなると、その国の留学生だけが集まり小さなコミュニティーが出来てしまい、他国の留
学生や日本人との接触が少なくなる。結果として、交流および対話がうまくならず留学の意味が薄くなる傾向がある。実際その
ような光景を見てきた。そのため、留学生として心がけておくことは、留学生は自分の国の代表となり、他国の人たちとの接触お
よび交流をする必要がある。留学生はそのような意識を常に自覚しながら行動するべきである。
一方、日本の研究機関全般に言えることであるが、研究に必要なインフラが整っていることは本当に日本での研究活動を行う
上で魅力である。また、日本は外国人留学生および外国人研究者の生活支援は整っている国であると私は感じている。例え
ば専用相談窓口（異文化相談など）、国際交流スペースの設置、日本語クラスの実施、英語構内放送、外国人向けの宿舎、
家族へのサポートなどがある。もちろん、外国人として日本での研究生活には、難しい面もある。特に日本語教育を受けていな
い外国人研究者は各種の研究情報が日本語のみで記載され、「英語に翻訳してから入手」といった手間がかかり、日本での研
究に困難さを感じるかもしれない。また、外国人研究者の中にも家族連れの人がいるため、自分だけでなく家族全員の生活の
ことも考えなければならず、そういった福祉制度を充実させてもらいたいと考える。また、研究室内の外国人を受け入れる雰囲
気が整っていることも大切である。そのためには上記で述べたように言語だけではなく、異なる国の人たちが考えを共有する意
思が求められる。
現在、私は東京大学生産技術研究所の特任研究員として、堤教授の指導のもとでより高いエネルギー効率でのバイオマス
乾燥が可能となる自己熱再生によるバイオマス乾燥に関する研究に従事している。この研究室では外国人留学生や研究者が
数人おり、また留学経験および外国人との接触経験を持っている日本人も数多くいるため、マルチカルチャーが実践出来ている
研究室であり、上記述べたように考えを共有しやすい。
最後に、研究者として自分でも満足できる研究成果をあげることは非常に重要なことであるが、研究は趣味とは違うため、自

己満足に終わってはならないと常に自分に言い聞かせる。研究においては必ずしも成功するばかりではなく、失敗することおよ
び長い道程に小さな発見や知見しか得られない（進捗が遅い）ことのような苦しさもよくある。しかしながら、この苦しさを乗り越
えて、回答および解決を必死に探し求めて、最後に研究の成果が得られ、論文としてまとめて更に発表できることが自分として
の「楽しみ」および研究における「術」だと思う。これは外国人だけではなく、世界中研究者に対する必要な研究抱負だと自分が
思う。また、21世紀には国際的な交流・協力が重要となり、自分に対する評価および位置づけができるように頑張るべきである。

東京大学生産技術研究所  エネルギー工学連携研究センター
堤研究室  特任研究員  Muhmmad Aziz

［1］ H.A. Gasteiger, S.S. Kocha, B. Sompalli, F.T. Wagner, Appl. Catal. B 56 (2005) 9
［2］ P. Yu, M. Pemberton, P. Plasse, J. Power Source 144 (2005) 11
［3］ R. Jasinski, Nature 201 (1964) 1212
［4］ Y. Liu, A. Ishihara, S. Mitsushima, N. Kamiya, K. Ota, Electrochem. Solid-State Lett. 8 (2005) A400
［5］ R. Ohnishi, Y. Takahashi, A. Takagaki, J. Kubota, K. Domen, Chem. Lett. 37 (2008) 838
［6］ R. Ohnishi, M. Katayama, K. Takanabe, J. Kubota, K. Domen, Electrochim. Acta, 55 (2010) 5393
［7］ J. Chen, K. Takanabe, R. Ohnishi, D. Lu, S. Okada, H. Hatasawa, H. Morioka, M. Antonietti, J. Kubota and K. Domen, Chem. Comm., 46 (2010) 7492

Pacifichemポスター発表にて

コプロワークショップでの発表
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組織と研究グループ　

平成23年1月1日より、日高邦彦 教授（工学系研究科電気系工学専攻  先端電力エネルギー・環境技術教育研究センター  
センター長）がエネルギー工学連携研究センターのメンバーに加わりました。

Members

Report

今回で8回目の開催となるCEEシンポジムが、平成22年10月8日に東京大学生産技術研究所コンベンションホールにて開
催されました。トピックスとして民生部門の熱エネルギー利用を取り上げ、下記のプログラムのように、7件の講演および総合
討論が行われました。約150名の参加者を得て、活発な討論が行われました。

民生部門の空調や給湯等の熱利用は、最終エネルギー消費の約1/7を占めています。技術的には大幅な省エネルギー
が可能であり期待が大きいものの、その一方で様 な々課題の存在によって、実態としてはなかなか省エネルギーが進んでい
ないことも事実です。最終ユーザー、顧客、電力・ガス・石油業界、機器メーカー等のそれぞれの思惑がずれていたり、情
報共有が非常に難しいことが、その大きな理由の一つと考えられます。本シンポジウムでは、サプライヤーサイド、デマンドサ
イドの両立場からご講演頂き、実際の利用条件下において真に省エネな機器を広く世に普及させるためのポイント、そのた
めに必要となる技術等について議論しました。
講演では、民生部門省エネルギーの全体のエネルギー需給改善への寄与、実地データに基づいた省エネルギー化の方

向性、建築の視点からの空調・給湯への期待、システム化やインバータ化による省エネルギー効果、新しい要素技術の紹
介等がありました。講演後のパネルディスカッションでも、実際の需要側データおよび実態に合った評価指標の重要性、そし
てそれらにマッチした機器開発の方向性等について活発な意見交換が行われました。このような機会を重ねることで様 な々
立場の関係者間の情報共有が進み、真に省エネルギーな熱利用に繋がることが期待されます。

第8回  CEEシンポジウム
「民生部門の空調・給湯エネルギーを考える」

「民生・家庭部門における省エネルギー」 株式会社住環境計画研究所 所長  中上英俊
「住宅における暖冷房・給湯負荷と機器特性のマッチングが省エネルギー性能に及ぼす影響」
 独立行政法人建築研究所　環境研究グループ長  澤地孝男
「ユビキタスヒートポンプ」 東京大学生産技術研究所 教授  加藤信介
「コンビニエンスストアのシステム省エネ」 ダイキン工業株式会社 低温事業本部主任技師  中嶋洋登
「建築設計から見たエネルギー機器選定の課題」 鹿島建設株式会社 設備設計統括グループリーダー  平岡雅哉
「インバータヒートポンプの省エネ性とインバータ技術の動向」 東芝キヤリア株式会社 統括技師長  本郷一郎
「小型・低コスト・省エネのための要素技術」 東京大学生産技術研究所 教授  鹿園直毅
「パネルディスカッション」

＊ 生産技術研究所   ＊＊ 工学系研究科（2011年1月現在）

○堂免　一成 教授＊＊

○橋本　　彰 特任教授

○菊地　隆司 准教授＊＊

○望月　和博 特任准教授＊

○伏見　千尋 助教＊

（先端エネルギー変換工学寄附研究部門）＊

エネルギーマテリアル分野

○荻本　和彦 特任教授＊

○日高  邦彦 教授＊＊

○藤井　康正 教授＊＊

○丸山　康樹 客員教授＊

○岩船由美子 准教授＊

○原　祥太郎 特任講師

エネルギーシステム分野

○金子　祥三 特任教授

エネルギープロセス分野

（低炭素社会実現のためのエネルギー
（工学（東京電力）寄付研究ユニット）＊＊

（低炭素社会実現のためのエネルギー
（工学（東京電力）寄付研究ユニット）＊

○堤　　　敦司 教授＊

○田中　　知 教授＊＊

○佐藤　光三 教授＊＊

○鹿園　直毅 教授＊

今回で第2回目となる東大エネルギー・環境シンポジウムが平成22年11月5日に東京大学安田講堂にて下記のプログラム
で開催されました。

第１部では、地球温暖化問題の科学的背景として、まず、温暖化に関する科学的な理論と今後の予測に関するシミュレ
ーションモデルとシナリオが紹介され、温暖化に対する最新の科学的知見が提供されました。さらに各国のCO2削減目標に
ついて協議するCOPのこれまでの経緯、特にClimate Gate事件に端を発した温暖化懐疑論など、マスコミにも頻繁に取り
上げられるホットトピックの真相が紹介されました。最後に、今後の地球温暖化問題の解決に不可欠な経済への影響、実現
可能性も考慮した予測取法として今後の新技術の導入、化石燃料等の上流から下流までのエネルギー需給、レアメタルや
貴金属などの資源制約を踏まえた物質バランスなどを考慮したモデルについて、試算例なども含めた新しい物質・エネルギ
ー統合モデルが紹介されました。
第2部では、地球温暖化問題についていかにあるべきかについて、まず、CO2排出削減にあたっての電力部門の大きな

役割が示され、日本国政府のエネルギー政策として、エネルギー基本計画（2030年の削減目標）と各種の国の取り組み、京
都議定書の問題点や今後の海外展開を通じた温暖化対策が紹介されました。また、具体的な日本のCO2削減対策のある
べき姿として、削減対策の詳細、削減可能なレベル、実効的な真水対策の重要性が説明され、将来の新技術として望まれ
る究極の高効率発電（トリプルサイクル複合発電システム）と新しい再生エネルギー利用として波力発電が提案されました。
第3部では、産業界としていかに実現を目指すか、電力業界およびメーカーから、原子力、火力、水力、自然エネルギー、
電力ネットワークといった各面での経済性を踏まえた実効的な取り組みが紹介され、最後に大学側からグローバル社会での
日本の技術を使った貢献の在り方、イノベーションの重要性
が示され、産業界へのエールが送られました。
産官学から参加された代表的な方々から、地球温暖化
問題の解決のためには、経済性、エネルギーセキュリティと
バランスの取れた有効な環境施策が必要なことが明確に示
され、このことは翌12月に開催されたCOP16を控え、いささ
かでも国論の統一に貢献できたものと考えています。今後も
本シンポジウムを通じて、産官学からの多面的なアプローチ
を適宜情報発信していきます。

第2回  東大エネルギー・環境シンポジウム
「地球温暖化問題を考える」

第1部 地球温暖化問題の科学的背景 
① 地球温暖化問題の科学と総合的対応の試案  東京大学 名誉教授  松野太郎
② コペンハーゲン協定の気候目標と今後の課題 東京大学生産技術研究所 客員教授  丸山康樹
③ 新しい物質・エネルギー統合モデルへの取り組み    東京大学大学院工学系研究科 教授  藤井康正

第2部 地球温暖化対策はいかにあるべきか 
① 温暖化対策の基本的考察                ㈶地球環境産業技術研究機構 理事・研究所長  山地憲治
② 環境エネルギー対策について                     経済産業省資源エネルギー庁長官  細野哲弘
③ 具体的対策のあるべき姿                    東京大学生産技術研究所 特任教授  金子祥三
　 低炭素社会実現のための具体的対策について 東京大学生産技術研究所 特任教授  橋本　彰

第3部 産業界としていかに実現を目指すか 
① 電化が切り開く持続可能な低炭素社会の構築へ  東京電力㈱ 会長  勝俣恒久
　 低炭素社会実現に向けた電気事業の取組みと
　 環境政策に関する基本的考え方 東京電力㈱ 常務取締役  相澤善吾
② エネルギーの安定供給と地球温暖化対策に向けて  三菱重工業㈱ 会長  佃　和夫
③ 産業界への期待 一橋大学 教授・イノベーション研究センター長  米倉誠一郎
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低炭素社会の構築を目指した動きが進む中で、CO2を排出するエネルギー・資源開発は一般的に低炭素社会下では疎
まれネガティブな側面しかないように見られる。しかし、エネルギー・資源開発は低炭素社会に向けての過渡期においては当
然重要な役割を果たすものと期待されているし、低炭素社会の到来時においても社会の上流部門において重要な役割を果
たし続ける可能性を持っている。本シンポジウムでは、低炭素社会におけるエネルギー・資源開発の役割のポジティブな側
面を抽出する形で議論を進めたい。

第9回  CEEシンポジウム

「低炭素社会におけるエネルギー・資源開発の役割」

主 催：

協 賛： 
日 時： 
会 場： 

東京大学エネルギー・資源フロンティアセンター（FRCER） 
東京大学エネルギー工学連携研究センター（CEE） 
東京大学先端電力エネルギー・環境技術教育研究センター（APET） 
独立行政法人 石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC） 
平成23年3月8日（火）13:00 ～ 17:45（受付開始12:30） 
東京大学 本郷キャンパス  小柴ホール（安田講堂裏・理学部1号館内）

エネルギー・資源フロンティアセンター（FRCER）/エネルギー工学連携研究センター（CEE）/先端電力エネルギー・環境技術教育研究センター（APET）
東京大学工学系エネルギー関連3研究センター  第2回合同シンポジウム

■お申込み・お問合せ： 東京大学大学院工学系研究科  エネルギー・資源フロンティアセンター（FRCER） 事務局
 電話/ファックス：03-5841-0243

■ 参加費 ： 無料 
■ 要旨集代 ： 2,000円（学生は無料） 
■ 参加申込締切 ： 平成23年2月28日（定員になり次第申込締切） 
■ 定員 ： 先着250名

開催挨拶 東京大学大学院 工学系研究科長・教授  北森武彦
「持続可能なエネルギーの将来像－World Energy Outlook 2010に基づく展望」 
 国際エネルギー機関（IEA） 長期政策担当特別補佐官  芳川恒志
「非在来型天然ガス革命と日本・アジアの温暖化対策」 
 独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC） 特別顧問  石井　彰
「エネルギー収支的視点から見た石油天然ガス開発のパラダイムシフト」
 東京大学大学院工学系研究科 エネルギー・資源フロンティアセンター（FRCER） 准教授  松島　潤
休憩 
「クリーンな気体燃料源としての石炭層」  東京大学大学院新領域創成科学研究科 環境システム学専攻 准教授  島田荘平
「高効率火力発電とCCS」  電源開発株式会社 技術開発センター 所長  後藤秀樹
「高圧ガスパイプラインで構築する水素エネルギー社会」  東京大学大学院工学系研究科 システム創成学専攻 教授  粟飯原周二
「物質・エネルギー環統合モデルとエネルギー・資源開発」  東京大学大学院工学系研究科 原子力国際専攻 教授  藤井康正
総合討論  （モデレーター：FRCER 准教授  増田昌敬） 
閉会の辞 FRCER  センター長・教授  玉木賢策

■ 交通 ： 千代田線　根津駅より徒歩7分
 南北線　　東大前駅より徒歩8分
 丸の内線／大江戸線
 　　　　本郷三丁目駅より徒歩12分 

プログラム
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